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現状データ

論点

・経済・社会機能の中枢を担う北部都市圏、地方の中枢・中核都市では、重
要な経済活動等を継続するための具体的な対応が必要ではないか。
・九州圏は、中山間地域や離島を多く抱え、災害時には孤立する集落が多
数存在するとともに、緊急時における医療等の社会サービスの確保が不
十分な集落のほか中小都市の旧市街地が存在し、それらの地域の安全、
安心を確保するための具体的な対応が必要ではないか。

論点３ 安全・安心を確保する九州圏の圏土構造の形成

対応の方向性対応の方向性

■福岡、北九州を中心とする九
州北部の都市は、高次都市機
能が集積し、九州圏九州圏全
体を牽引

▼九州圏における都市の分布（イメージ）

凡 例

地方中枢・中核都市（人口が概ね100万人以上の都市）
地方中枢・中核都市（人口が概ね30万人以上の都市）
人口が概ね10万人以上の都市
中山間地域 農業地域類型（中間・山間農業地域）

離島・半島地域 離島振興法指定（市町村全部指定のみ表示）

奄美群島振興開発特別措置法指定

半島振興法指定

航空輸送路

海上輸送路

情報通信基盤の強化

陸上輸送路

【前回論点１で議論】
□リダンダンシーに優れた災害に強い交通・情報施設を整備

災害時、非常時でも、北部都
市圏、中枢・中核都市の機能
を継続することが必要。

中山間地域等では緊急医療
体制の整備が必要。

・福岡県：「久留米大学病院」
・長崎県：「長崎医療センター」で運航中

□様々な主体の連携による災害等のリスク共有と対応

事例
久留米大学病院のドク
ターヘリは、長崎県、熊
本県まで出動、平成15
年度で現場、病院間の
搬送について、302件
の出動要請に対応して
いる。

高度救命救急センター ドクターヘリシステム

（久留米大学病院）

企業・ライフライン事業者・国・自治体の連携
による地域の事業継続計画（ＢＣＰ）のあり方

ＮＰＯ等と連携した救命率の向上（メディカルラリー）
模擬患者を診察して、限られ
た時間内にどれくらい的確に
治療をすることができるかを
競う技能コンテストのこと。
福岡においても平成19年11
月17日に実施（予定）

相互協力・連携

リダンダンシーの強化

広域的なリスクに対応するためには、
相互協力・連携が必要。

自然災害／テロ／感染症

交通事故

犯罪

緊急医療

食の安全

◆リスク分野と影響範囲

広域的

即地的

事例

救命救急を専門とする医師、看護師、救急
救命士がチームを組み、出動指令に従っ
て指定された場所へ出動

救命救急を専門とする医師、看護師、救急
救命士がチームを組み、出動指令に従っ
て指定された場所へ出動

模擬患者が決められたシナリオに従ってい
ろいろな演技をしている

模擬患者が決められたシナリオに従ってい
ろいろな演技をしている

各チームはその患者に必要な診察を行い、
止血処置、人工呼吸、薬剤投与などの必
要な処置を実施

各チームはその患者に必要な診察を行い、
止血処置、人工呼吸、薬剤投与などの必
要な処置を実施

その行為をジャッジが評価し、採点その行為をジャッジが評価し、採点

救命救急を専門とする医師、看護師、救急
救命士がチームを組み、出動指令に従っ
て指定された場所へ出動

救命救急を専門とする医師、看護師、救急
救命士がチームを組み、出動指令に従っ
て指定された場所へ出動

模擬患者が決められたシナリオに従ってい
ろいろな演技をしている

模擬患者が決められたシナリオに従ってい
ろいろな演技をしている

各チームはその患者に必要な診察を行い、
止血処置、人工呼吸、薬剤投与などの必
要な処置を実施

各チームはその患者に必要な診察を行い、
止血処置、人工呼吸、薬剤投与などの必
要な処置を実施

その行為をジャッジが評価し、採点その行為をジャッジが評価し、採点

高次医療施設

消防・救急

住民NPO

連携

事前
応急・復旧

訓練

【地域BCPの連携
のフェーズ】

一般企業への情報の
提供・共有が重要。

緊急医療対応
自然災害／テロ／感染症対応

食の安全対応【論点５】

①ＢＣＰ等の防災計画策定、事前対策の実施

②防災訓練の実施

③被害把握、応急復旧

一般企業 ライフライン事業者 国・地方整備局 地方自治体

◆中山間地域等では緊急医療体制



現状データ

論点

・九州圏は、国内における食糧供給基地として位置づけがあるが、
多様で豊かな自然環境等を背景として、今後の気候変動に順応
できる食の安全・安心を支える圏土として今後とも発展すべきで
はないか。

論点５ 安全・安心な食を支える九州圏の継承

対応の方向性

◆一人当たりの穀物収穫面積の推移（世界）

食の安全性に関する関心の程度

関心がある
59.4%

関心が少しある
34.8%

4.7%

関心はない　1.1%

関心はあまりない

注）N=618
資料）九経調「食に関するアンケート」（九経調作成）

安全な食を買うために実行していること

41.4%

37.3%

33.6%

27.6%

17.4%

14.1%

8.4%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

減農薬や無農薬のものを買う

生協で買う

特に活動はしていない

直売所や産直コーナーで買う

有機JASマークのあるものを買う

朝市や青空市で買う

農家から直接買う
インターネット・通信販売で

安全なものを買う

注）N=616
資料）九経調「食に関するアンケート」（九経調作成）

消費者の食の安
全意識の高まり
が具体行動に。

□農業、水産業、食品産業等
の食に係わる産業の振興

事例

□地産地消、地域特性に合った食
生活の推進による自給率の向上

事例

□トレーサビリティの導入や消費
者への情報提供の促進

□持続できる農業経営の推進

平成１１年に「持続性の高い農業生産方式の導入の促進
に関する法律」が定めた、土づくり・減化学肥料・減化学農
薬の技術（＝持続性の高い農業生産方式）に一体的に取
組む計画を立てた者。都道府県知事が認定し農業改良資
金の償還期間の特例等の支援措置を講じている。

事例
カゴメとJパワー、

北九州市での生鮮トマト生産事業の
共同実施に合意

福岡県北九州市若松区響灘（ひびきなだ）地区に
あるJパワー所有地において生鮮トマト生産事業を
実施するための新会社を設立することに合意。大
規模ハイテク温室において、カゴメの栽培指導のも
と、カゴメブランド「こくみトマト」、「デリカトマト」など
の生鮮トマトを栽培するもので、温室面積は約８．５
ｈａ、出荷開始は０６年春、年間出荷量は約２５００ｔ
を計画。

３年Ａ組ブランド事業

（鹿児島県立鶴翔高校 ）

阿久根市の応援をもとに、郷土
の伝統的な味「豚味噌」を売り出
そうと製造したところ評判に。県
内デパートやＪＲ特急列車「つば
め(現リレーつばめ)」の車内販売
などでも品切れ。ブランド名は鹿
児島県の「登録商標」として認可、
海外でも注目され、ベトナムで職
業訓練校を立ち上げようとしてい
るＪＩＣＡからも問い合わせがきて
いる。

食品産業による生産
学校教育を活
かした郷土の
食づくり

九州・山口地域

食の安全安心行政ネットワーク

「九州・山口地域食の安全安
心連携会議（平成18年８月）」
により、危機発生時に各県間
の情報共有を迅速かつ的確
に行うための２４時間体制の
連絡網として、「九州・山口地
域食の安全安心行政ネット
ワーク」が全国で初めて整備。
迅速な情報提供等によって安
心を提供。

行政から住民へ

リスク

エコファーマー事例

持続可能で消費者に顔の見える
生産者に

生産 循環、地域の環境保全

食育

消費

誇り

◆米国における穀物（とうもろこし）の需給量の推移

エタノール用需要が急増している

日本向け輸出量は横ばいだが・・・

世界の人口増に
より、一人当たり
の食糧（収穫面
積）は、さらに減
少していく傾向

※収穫面積は横ばい

オーストラリアでは
干ばつにより
穀物生産量
が半減！

◆世界的な異常気象による影響
（オーストラリアの例）

バイオエタノール
用への需要が日
本の需要の３倍
以上に。

将来的に圧迫さ
れる可能性

農業・水産業 食品産業

生産力の強化



現状データ

論点

・利水や治水、水質保全、土砂等の移動、生態系の保全など
は、森林、農地、都市、河川、海洋・沿岸域をつなぐ水循
環系おける重要な課題であり、流域圏における国土利用
（生活環境・文化等）と密接に関係していることから、こ
れらの課題への取り組みを通じて安全・安心な水循環系の
形成に努めていくべきではないか。

論点８ 流域圏における健全な国土利用と水循環系の構築

対応の方向性

◆九州圏の水需給の状況

◆汚水処理施設整備率の状況

北九州では、水の一人当たり賦
存量が少なく、安定供給が課
題。

上流では土石流等の災
害、海岸では浸食が進ん
でいる。

各地で環境基準未達成の水域が
存在する。
汚水処理施設の整備率は全国と
比較して低い状況。※図上の青が70%以
上の市町村（整備率の全国平均は80%）

□総合的な土砂管理の実施

事例

□健全な水循環の保全のための
流域一体での取組みの推進

□持続可能な水資源利用と新た
な水資源開発

河川流域

状況に応じた
河川の流況調整

河川の自然浄化機能
の回復・向上

多様な主体による
国民参加の森林づくり

流入土砂の
適正な管理

多様な自然環境に配
慮した施設整備

北部九州の水供給（節水及び水利権調整）

南部九州の水供給（地下水保全）

半島部・離島部の水供給（淡水化プラント）

北部九州では、不安定取水の解消のた
め、節水の促進の上で、水利権の調整
等を行う。

北霧島水源の森づくり推進事業（九州森林管理局）

宮崎、熊本等では地下水を水源としてい
る割合が高い。水源涵養、汚水処理の
促進、土壌汚染対策等を行う。

半島部・離島部等では既に多くの淡水化
プラントが稼働。水需要を踏まえて開発
を進める。

環境省が名水百選に指定した当地域の水資源の確保と森林の役割について、市民への普及啓発を図るとと
もに、林業体験を通して、小中学生に森林の重要性を理解させることを目的。小林市、宮崎県西諸振興局、
森林組合、地域代表、森林管理署が連携して各種の取組みを実施。
平成１５年度から３年間で、えびの高原麓の国有林３ヘクタールに「バットの森」を作ることとし、植樹祭を実
施。スポーツ少年団や元プロ野球選手、地元議員、林業関係者など約２００名が参加して、野球バットの素材
であるアオダモの苗木１０００本を植樹。

土砂災害をもたらす土砂生産抑制
等については、砂防施設の整備を
進める。浸食海岸への対応や海域
の生態系への配慮の下、総合的な
土砂管理を進める。

おいしい水

流域での取組み

NPO 住民

企業・団体

かのや川クリーンプロジェクト
（鹿児島県）

I Love 遠賀川(福岡県)

菊池川流域同盟（熊本県）

行政

市町村間の連携
【菊池川流域同盟（熊本県）】

住民間の連携
【I Love 遠賀川(福岡県)】

行政（国、都道府県、市町村）⇔住民・事業者との連携
【かのや川クリーンプロジェクト（鹿児島県）】

一人当たり水賦存量（平年）
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不安定取水割合について

（注）1.国土交通省水資源部調べ
2.地域区分については、用語の解説を参照
3.不安定取水量は、不安定取水を安定化さ
せるために確保すべき水量として計上
（2005年末現在）
4.都市用水使用量は、
2003年値（取水量ベース）

北九州 ： 福岡、佐賀、長崎、大分
南九州 ： 熊本、宮崎、鹿児島

◆土砂の状況（土砂災害、海岸浸食）

土砂災害危険箇所
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海岸の浸食・堆積面積（ブロック別）
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【前回論点９で議論】
□健全な水循環をつくる多様な主体・施策の
連携

地下水

海域

水利用

健全な水循環系の構築




